






































































































（別紙Aー４）

（注）エリア名は、JAさがのみ記入すること

１　事業の目的（変更の理由）

２　事業の概要

（例）

目標作業面積については、導入する機械の受益面積であり、作付面積及び作業受託面積の合計とし、5ha以上又は現状の1.2倍以上とすること。

機械を管理する農家の選定、周辺農家との作業受委託の調整、研修会の開催、機械利用計画策定など

（７）目標作業面積（令和　　　年度、ha)

（５）取組の中心となる農家名・組織名等
　　（複数可）

（４）仕組みづくりのための取組内容

エリア名

(注1） 現状作付面積は、（５）における面積を記入すること

（１）取組地区

（３）園芸産地888計画の策定主体

事業実施主体名
（代表者職・氏名）

（６）現状作付面積（令和　　　年度、ha）

露地野菜用機械導入サポートシステム実証事業　実施（変更）計画書

事業実施年度 令和　　年度

(注2）

（２）対象品目



（８）産地における協力体制図

(例）
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３　事業計画

１）年間取組計画及び活動経費

減額した金額＝(消費税額×実質補助率〔県費補助金/消費税抜き額：端数処理は行わない〕)小数点以下切り捨て

事業計画の変更承認申請の場合は、変更箇所がわかるよう、変更承認申請前の数値等を（　）書きで上段に、変更後の数値等を下段に記入すること。

経費が発生しない場合や補助金が不要な場合でも、申請年度における活動計画を記載すること。

２）機械のリース導入経費

減額した金額＝(消費税額×実質補助率〔県費補助金/消費税抜き額：端数処理は行わない〕)小数点以下切り捨て

事業計画の変更承認申請の場合は、変更箇所がわかるよう、変更承認申請前の数値等を（　）書きで上段に、変更後の数値等を下段に記入すること。

４　添付資料
・ 機械利用計画表（参考様式３）
・ 見積書等事業費の積算根拠となる資料
・ 機械リース計算書（参考様式４、機械のリース導入の場合）
・ リース導入する機械のカタログ（機械のリース導入の場合）
・ 機械の規模決定計算書（別表３の２により必要な場合）
・ 機械の管理運営規程(案）（機械のリース導入の場合）
・ 園芸産地888計画（未策定の場合）
・ その他必要な資料

「備考」には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には、「減額した金額○○○円（県費相当額）」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明
らかでない場合は「含税額」とそれぞれ記入すること。併せて、補助残について、各種制度資金を活用する場合には、資金等の名称を記入すること。

計

(注2）

(注3）

(注2）

計

消費税額

合計

「備考」には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には、「減額した金額○○○円（県費相当額）」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額
が明らかでない場合は「含税額」とそれぞれ記入すること。併せて、補助残について、各種制度資金を活用する場合には、資金等の名称を記入すること。

完了予定
年月

事業量 事業費
負担区分

県費補助金 その他

事業量 事業費
負担区分

実施時期

備考共同申請者名 事業内容

円円 円

事業内容

合計

(注1）

消費税額

備考
県費補助金 その他

例） 円 円 円

(注1）

〇〇研修会開催 〇回 〇年〇月



（参考様式３）

番号 氏名 作付面積(a)

1

2

3

氏名 作付面積(a) 作業面積(a) 使用時期 作業面積(a) 使用時期

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

6 0 0

7 0 0

8 0 0

0 0 0

　機械利用計画表

事業実施主体名

機械名

取組地区名

機械管理者名

合計

番号

機械利用計画（目標年）

注1）欄は適宜追加して作成すること
注2）機械ごとに受益面積が分かるよう記載すること
注3）表の記載に当たっては、取組地区内での協議や本人からの依頼などを元に記載することとし、本人の了承を得ること

栽培管理者

合計面積

現状作付面積

導入機械の
作業者

備考
機械名： 機械名：



（参考様式４）

個票（機械のリース導入経費）

注１） 　※１及び※２については、いずれかを記入すること。

注２） 　③リース諸費用については、金利、保険料、手数料、税を含む経費とする。

注３） 　⑤補助金額＝（①+③-④）÷２で算出し、千円未満は切り捨てること。

注４） 　⑥は計画申請時における年間のリース料の予定額を記載すること。

注５） 　リース物件の管理者には、事業実施主体における管理者（所属及び役職でも可）を記載すること。

注６） 　複数の機械をリースする場合には、機械ごとにそれぞれ作成すること。

リース物件の管理者

⑥ （円）機械利用者負担リース料（税込み）

②

リース期間

リース物件保管場所

（円）

（税抜き）

（消費税額）

リース物件取得見込額

リース諸費用 ③ （円）

⑤ （円）

（円）

補助金額

うち税相当分 ④

（円）

型式名

開始日～終了日（※１） ～

作業面積

（年）

（年）

①

リース借受日から○年間（※２）

リース事業者名

機械の賃借契約者
（貸付の場合）

機械リース計画書

（№１）

対象機械

機種名 数量

対象品目

台


